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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第59期
第１四半期
連結累計期間

第60期
第１四半期
連結累計期間

第59期

会計期間
自　平成28年４月１日

至　平成28年６月30日

自　平成29年４月１日

至　平成29年６月30日

自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日

売上高 （千円） 5,376,014 6,010,689 22,071,843

経常利益 （千円） 359,883 712,978 2,463,199

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

（千円） 230,151 484,182 1,818,476

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △128,923 426,425 1,459,944

純資産額 （千円） 17,880,995 19,302,706 19,343,402

総資産額 （千円） 25,756,166 27,363,190 27,113,737

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

（円） 29.60 62.83 235.05

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 69.0 70.1 70.9
 

 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

４　当社は、第59期第２四半期連結会計期間より「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しており、当該信託が所有する

当社株式については、自己株式として処理しております。このため、１株当たり四半期(当期)純利益金額の

算定上、当該株式を控除する自己株式に含めて期中平均株式数を算定しております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1)　業績の状況

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国では個人消費を中心に景気は堅調に推移し、欧州も緩やか

に回復してきました。また、中国では政府主導による経済政策により景気は回復基調となりました。

一方、国内経済は、雇用環境は堅調に推移し、企業収益も改善していること等から景気は緩やかな回復基調で推

移しました。

このような状況の中、当社グループでは、製造面では素子の生産体制の増強に加え、引き続き車載用センサの需

要に対応すべく生産体制を整備し、また需要が増加している空調用センサについても生産設備の増強を行ってまい

りました。販売面では引き続き車載メーカー及び国内外の省エネ、環境エコ関連メーカーをターゲットに営業活動

を積極的に展開しました。その結果、主な用途別売上高では、空調用センサは12億７千２百万円（前年同四半期比

22.1％増）、家電用センサは８億８百万円（前年同四半期比0.0％増）、自動車用センサは５億７千７百万円（前年

同四半期比7.0％増）、住設用センサは５億５千７百万円（前年同四半期比19.6％増）ＯＡ機器用センサは４億８千

３百万円（前年同四半期比1.7％減）、産業機器用センサは３億４千９百万円（前年同四半期比10.5％増）となりま

した。また、素子の売上高は16億８千５百万円（前年同四半期比10.2％増）となり、その内、車載用は11億８千９

百万円（前年同四半期比14.8％増）となりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の連結売上高は前年同四半期比11.8％増の60億１千万円となりました。損

益面におきましては、営業利益６億８千３百万円（前年同四半期比68.2％増）、経常利益７億１千２百万円（前年

同四半期比98.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益４億８千４百万円（前年同四半期比110.4％増）となり

ました。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

①日本

売上高は空調用センサの需要が拡大したことにより、49億５千５百万円（前年同四半期比11.3％増）となりま

した。営業利益は販売の増加に伴い７億７千万円（前年同四半期比53.3％増）となりました。

②アジア

売上高は空調用センサの需要が拡大したことにより、31億８千６百万円（前年同四半期比24.5％増）となりま

した。営業利益は人件費等の固定費の増加により１億１千７百万円（前年同四半期比13.6％減）となりました。

③ヨーロッパ

売上高は車載用素子の需要が拡大したことにより、２億４千９百万円（前年同四半期比37.8％増）となりまし

た。営業利益は販売の増加により１千７百万円（前年同四半期比93.7％増）となりました。

④アメリカ

売上高は車載用素子の需要が拡大したことにより６千３百万円（前年同四半期比1.0％増）となりました。営業

損失は人件費等の固定費の増加により１百万円（前年同四半期は営業利益１百万円）となりました。

　

EDINET提出書類

株式会社芝浦電子(E01960)

四半期報告書

 3/17



 

(2)　財政状態の分析

当社グループは、適切な流動性の維持、事業活動に必要な資金の確保及び健全なバランスシートの維持を財務方

針としております。

当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末比２億４千９百万円（0.9％）増加し、273億６千３百

万円となりました。流動資産は前連結会計年度末比２億４千１百万円（1.3％）増加の191億４千３百万円、固定資

産は前連結会計年度末比７百万円（0.1％）増加の82億１千９百万円となりました。

流動資産増加の主な要因は、支払手形及び買掛金の増加により現金及び預金が１億２千５百万円増加したこと並

びに受注増加に伴う製品等のたな卸資産が２億７千１百万円増加した一方で、流動資産その他のうちの未収消費税

が３億８千万円減少したことによるものであります。

固定資産増加の主な要因は、㈱福島芝浦電子の機械導入により、固定資産その他のうちの建設仮勘定が増加した

ことによるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は前連結会計年度末比２億９千万円（3.7％）増加の80億６千万円となり

ました。流動負債は前連結会計年度末比３億８千５百万円（5.9％）増加の69億６千６百万円、固定負債は前連結会

計年度末比９千５百万円（8.0％）減少の10億９千３百万円となりました。

流動負債増加の主な要因は、流動負債その他のうち未払費用が増加したことによるものであります。

固定負債減少の主な要因は、長期借入金の返済によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末比４千万円（0.2％）減少し、193億２百万円と

なりました。

純資産減少の主な要因は、為替換算調整勘定の減少であります。

利益剰余金は、親会社株主に帰属する四半期純利益による増加が剰余金の配当を上回ったことにより前連結会計

年度末比１千７百万円（0.1％）増加し、142億７千１百万円となりました。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の70.9％から70.1％（前連結会計年度末比0.8ポイント減）となりま

した。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4)　研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は139,343千円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,800,000

計 16,800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,779,865 7,779,865
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式
単元株式数は100株でありま
す。

計 7,779,865 7,779,865 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

― 7,779,865 ― 2,144,612 ― 2,069,698
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

─
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式普通株式 5,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,764,800 77,648 同上

単元未満株式 普通株式 9,165 ─ 同上

発行済株式総数  7,779,865 ─ ─

総株主の議決権 ─ 77,648 ─
 

 

(注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式44株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式を100株含めており

ます。

３　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、「役員報酬ＢＩＰ信託口」の所有する当社株式68,300株

（議決権の数683個）を含めております。

 

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 埼玉県さいたま市中央区
上落合二丁目１番24号

5,900 － 5,900 0.1
㈱芝浦電子

計 － 5,900 － 5,900 0.1
 

(注) 「役員報酬ＢＩＰ信託口」が所有する当社株式68,300株は、上記自己保有株式に含めておりません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,348,915 6,474,569

  受取手形及び売掛金 5,692,961 5,729,172

  電子記録債権 779,053 841,708

  商品及び製品 1,168,638 1,322,189

  仕掛品 2,687,540 2,704,595

  原材料及び貯蔵品 1,235,210 1,336,190

  その他 990,101 735,832

  貸倒引当金 △817 △867

  流動資産合計 18,901,604 19,143,389

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 3,315,797 3,242,534

   機械装置及び運搬具（純額） 2,716,374 2,679,465

   その他（純額） 1,268,064 1,369,233

   有形固定資産合計 7,300,237 7,291,233

  無形固定資産 138,513 136,779

  投資その他の資産   

   投資有価証券 309,053 322,420

   その他 464,328 469,367

   投資その他の資産合計 773,381 791,787

  固定資産合計 8,212,133 8,219,800

 資産合計 27,113,737 27,363,190
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,266,911 3,498,088

  短期借入金 709,476 700,361

  未払法人税等 438,157 346,173

  賞与引当金 376,541 167,793

  役員賞与引当金 60,000 15,000

  その他 1,730,081 2,239,542

  流動負債合計 6,581,167 6,966,959

 固定負債   

  長期借入金 772,147 660,637

  役員報酬ＢＩＰ信託引当金 16,405 19,749

  退職給付に係る負債 167,565 158,122

  その他 233,048 255,013

  固定負債合計 1,189,166 1,093,523

 負債合計 7,770,334 8,060,483

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,144,612 2,144,612

  資本剰余金 2,070,421 2,070,421

  利益剰余金 14,254,242 14,271,984

  自己株式 △129,911 △130,128

  株主資本合計 18,339,364 18,356,890

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 160,885 170,680

  為替換算調整勘定 734,805 664,373

  退職給付に係る調整累計額 78 76

  その他の包括利益累計額合計 895,770 835,131

 非支配株主持分 108,267 110,685

 純資産合計 19,343,402 19,302,706

負債純資産合計 27,113,737 27,363,190
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 5,376,014 6,010,689

売上原価 4,196,450 4,537,665

売上総利益 1,179,564 1,473,024

販売費及び一般管理費   

 給料手当及び賞与 255,748 272,702

 賞与引当金繰入額 55,378 53,456

 役員賞与引当金繰入額 12,500 15,000

 退職給付費用 36,790 15,229

 役員退職慰労引当金繰入額 3,822 －

 役員報酬ＢＩＰ信託引当金繰入額 － 3,343

 その他 408,720 429,525

 販売費及び一般管理費合計 772,960 789,257

営業利益 406,603 683,766

営業外収益   

 受取利息 526 477

 受取配当金 2,889 2,759

 受取手数料 － 8,303

 保険解約返戻金 － 18,027

 その他 15,918 10,286

 営業外収益合計 19,334 39,853

営業外費用   

 支払利息 2,991 1,811

 為替差損 62,406 5,642

 その他 658 3,187

 営業外費用合計 66,055 10,641

経常利益 359,883 712,978

特別損失   

 固定資産処分損 8,323 7,172

 特別損失合計 8,323 7,172

税金等調整前四半期純利益 351,560 705,805

法人税、住民税及び事業税 208,927 294,354

法人税等調整額 △90,516 △75,613

法人税等合計 118,411 218,740

四半期純利益 233,149 487,064

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,997 2,882

親会社株主に帰属する四半期純利益 230,151 484,182
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 233,149 487,064

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △4,142 9,794

 為替換算調整勘定 △357,931 △70,431

 退職給付に係る調整額 － △1

 その他の包括利益合計 △362,073 △60,639

四半期包括利益 △128,923 426,425

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △131,921 423,543

 非支配株主に係る四半期包括利益 2,997 2,882
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年６月30日)

減価償却費 297,964千円 310,411千円
 

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 427,584 55.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 466,439 60.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
 

(注) 平成29年６月29日の定時株主総会による配当金の総額には、「役員報酬ＢＩＰ信託口」が所有する当社株式に対

する配当金4,098千円が含まれております。

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
日本 アジア ヨーロッパ アメリカ

売上高      

  外部顧客への売上高 3,664,504 1,485,169 165,655 60,685 5,376,014

  セグメント間の内部売上高又は振替高 788,281 1,073,536 15,574 2,245 1,879,638

計 4,452,786 2,558,705 181,230 62,931 7,255,653

セグメント利益 502,605 136,202 8,926 1,461 649,194
 

　

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 649,194

セグメント間取引消去 △43,311

全社費用(注) △199,279

四半期連結損益計算書の営業利益 406,603
 

 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
日本 アジア ヨーロッパ アメリカ

売上高      

  外部顧客への売上高 3,723,796 1,992,261 233,659 60,971 6,010,689

  セグメント間の内部売上高又は振替高 1,232,047 1,193,899 16,127 2,601 2,444,676

計 4,955,843 3,186,161 249,787 63,573 8,455,366

セグメント利益又は損失(△) 770,510 117,687 17,289 △1,244 904,243
 

　

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 904,243

セグメント間取引消去 △19,942

全社費用(注) △200,533

四半期連結損益計算書の営業利益 683,766
 

 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 29円60銭 62円83銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 230,151 484,182

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

230,151 484,182

普通株式の期中平均株式数(株) 7,774,237 7,705,651
 

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

２　純資産の部において、自己株式として計上されている「役員報酬ＢＩＰ信託口」に残存する当社株式は、１

株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

なお、１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は当第１四半期連結

累計期間68,300株であります。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成29年８月８日

株　式　会　社　芝　浦　電　子

取　締　役　会　　御　中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　植　村　文　雄　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　佐　藤　武　男　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社芝浦電

子の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社芝浦電子及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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